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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　強化繊維が経糸及び緯糸に配された二方向性の強化繊維織物であって、
熱融着繊維、又は補強糸と熱融着繊維が複合された糸が経糸に並行に配され、熱融着繊維
、又は補強糸と熱融着繊維が複合された糸を介して、経糸方向の任意の箇所において経糸
が緯糸に固着され、経糸と、熱融着繊維、又は補強糸と熱融着繊維が複合された糸とは、
経糸の側面部のみにおいて溶着され、且つ、斜交角度が３０～６０度である強化繊維織物
。
　ここで、斜交角度とは、経方向２００ｍｍ×緯方向２００ｍｍの大きさに切り出した強
化繊維織物を水平面上において経糸方向の一辺を固定し、対辺の一点を経糸と平行に一定
速度で水平に引っ張ったとき、経糸と緯糸との交錯点における織物の一部が反り返る現象
を生じたときの緯糸の傾斜角度θをいう。
【請求項２】
　熱融着繊維、又は補強糸と熱融着繊維が複合された糸が、経糸間に２０～１００ｍｍピ
ッチで配列された請求項１記載の強化繊維織物。
【請求項３】
　強化繊維のマルチフィラメント数が１２０００本以下であり、目付けが１００～３００
ｇ／ｍ2 の朱子織又は綾織組織である請求項１又は２に記載の強化繊維織物。
【請求項４】
　強化繊維が経糸及び緯糸に配された強化繊維織物であって、経糸方向の任意の箇所に、
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熱融着繊維、又は補強糸と熱融着繊維が複合された糸を配し、引き続き緯糸を挿入して製
織したのち、加熱処理により熱融着繊維を経糸と緯糸に固着する請求項１～３のいずれか
に記載の強化繊維織物の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は航空機、自動車などの産業分野の用途に適用される補強用織物、特に経糸及び
緯糸に同様の強化繊維糸を使った、いわゆる二方向性の強化繊維織物とその製造方法に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、橋、トンネルや建物などを始めとするコンクリート構造体の補強、補修のため目
止めされた繊維シートが補強材として使用されているのは周知である。その殆どは、例え
ば特開２００３－２０１３７７号公報（特許文献１）にも記載されているように、経糸に
偏平な強化繊維糸を用い、緯糸に例えばガラス繊維糸などの通常の円形断面をもつ補強糸
を用いて製織された一方向性強化繊維織物であることが多い。これらの補強材としての用
途は殆どハンドレイアップ成形によるため、作業性などを考慮し取扱う上で目ずれを起こ
す織物であってはならず、織物の経糸と緯糸がその交点において接着された目止め織物で
あることが必須となり、また織組織は形態安定性の良好な平織の織物が使用されている。
【０００３】
　また、上記特許文献１には、コンクリート構造体の補強材として使われる炭素繊維織物
として、経糸及び緯糸に偏平な強化繊維を用いて製織された二方向性強化繊維織物が使わ
れることも記載されており、その偏平な緯糸又は経糸の長さ方向に、あるいは経糸及び緯
糸の長さ方向に線状又は点状に延びる低融点ポリマーを付着させ、経糸と緯糸との交点に
おいて低融点ポリマーを介して糸同士を接着させて目止めを行っている。
【０００４】
　他方、航空機や産業用途では、強化繊維織物は比較的表面部位や曲面部位に多く用いら
れ、強度に方向性を与えないため、ドレープ性に優れ、且つ目ずれのない外観良好な経糸
及び緯糸に強化繊維を使った二方向性の強化繊維織物が好まれている。ドレープ性に優れ
た織物とは、即ち、一般的に柔らかい織糸で製織した織物や目付けを薄くした織物、或い
は織物構造をルーズにした織物が多く使われる。その一例が、例えば特開平１０－３１７
２４７号公報（特許文献２）にて提案されている。その製法及び構造は上記特許文献１に
開示された二方向性強化繊維織物と実質的に変わるところがない。
【０００５】
　しかして、これらの航空機や自動車などの産業用途に使われる強化繊維織物を材料とす
る繊維強化プラスチック（ＦＲＰ）は樹脂との一体化が必須であるが、前述の強化繊維織
物に樹脂を含浸する手法は成形加工法により異なる。例えば、一般的なオートクレープ成
形は、強化繊維織物にホットメルトフィルムを転写させ含浸させたプリプレグを積層させ
る手法が主流である。
【０００６】
　しかるに、強化繊維織物を製織するときに経糸間に張力むらがあると、その強化繊維織
物の経糸の張力むらに基づき、紙管から解舒されてから製織までの間に糸長に長短差が発
生し、特に従来のホットメルト方式による樹脂の一体化手段によると、その長短差が織物
から下ろされた後に弛緩して強化繊維織物上で顕在化し、ホットメルト加工による樹脂の
含浸時に緯糸の目曲がりが発生しやすいとされている。このことに着目して、例えば特開
２００９－１９３１３号公報（特許文献３）では、織機上で製織された強化繊維織物を、
織機から下ろさずにホットメルト工程、すなわち強化繊維織物に表面又は表裏両面に樹脂
を担持するホットメルトフィルムの樹脂面を添着させるとともに、加熱ロールへと連続し
て移動させて、強化繊維織物をホットメルトフィルム間で、又はホットメルトフィルムと
離型紙との間に挟持した状態で加熱ロールにより加熱加圧し織物内部に溶融樹脂を含浸さ
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せて経糸と緯糸間を固定して、樹脂含浸時における緯糸の目曲がりを防いでいる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００３－２０１３７７号公報
【特許文献２】特開平１０－３１７２４７号公報
【特許文献３】特開２００９－１９３１３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかして、上記特許文献３にて提案されたホットメルト方式による目曲がり防止によれ
ば、織機から下ろされるときには既に樹脂が強化繊維織物に含浸固化した状態にあるため
、強化繊維織物に樹脂が含浸したプリプレグやプリフォームは剛直性が高く、ドレープ性
に乏しいものとなってしまう。そのため、従来、航空機や自動車などの産業用途では、多
方向の強度性に優れ、ドレープ性に富む経糸及び緯糸に強化繊維糸を使った二方向性の強
化繊維織物を使い、目止めを施すことなく成形直前に樹脂を含浸させているのが一般的で
ある。
【０００９】
　しかしながら、このようにドレープ性に富む二方向性強化繊維織物に予め積極的に目止
めを施していない場合には、次工程の成形にあたって、目ずれが生じやすく、特にこれら
の織物は比較的織物構造がルーズとされていることから、その取扱い性が極めて困難であ
り、作業上の煩雑性のため作業効率を低下させてしまう。
【００１０】
　また、従来も線状の目止め剤又は目止め糸を偏平状の糸条長手方向に一体化して経糸及
び／又は緯糸として織成したのち、加熱加圧して目止め剤を溶融させ、経糸と緯糸との交
錯部を溶着して成形前に予め目止めを施す提案もなされているが、これらの目止め織物は
経糸と緯糸とが全ての交錯点において目止め剤により接着されるため、織物のせん断変形
性能が極端に低下し、フィット性が得られず、曲面などに沿いにくい織物となりやすい。
そこで、例えば上記特許文献２にて提案された強化繊維織物のように、線状の目止め剤又
は目止め糸を特に一部の経糸上に所定の割合で分配し、緯糸との間の交錯部で目止めされ
る点数を全織物の交錯点数の６０～９０％の範囲に制限する提案もなされている。
【００１１】
　しかしながら、このように線状の目止め剤又は目止め糸を一部の経糸上に沿わせて所定
の割合で分配するには、特に経糸を準備するとき目止め剤を一体化する経糸と目止め剤を
持たない経糸との２種類を使い分けしなければならず、経糸を織機に掛けるにあたって目
止め剤の有無により経糸の配置を案配する必要があり、しかも経糸に線状の目止め剤を一
体化するため、経糸と目止め剤とを同時に通すために特別に設計された特殊構造を有する
メールを使用しなければならず、同メールに経糸と線状の目止め剤とを一緒に通す作業が
加わり、経糸準備作業を極めて煩雑化させている。
【００１２】
　本発明は、こうした課題に対し、織成にあたっての経糸の準備作業が簡単で、しかも薄
手で目ずれが極力少なくドレープ性に優れた航空機や一般産業用途に好適な二方向性の強
化繊維織物を提供するとともに、その強化繊維織物を効率的に製造する方法を実現するこ
とを主な目的としている。他の目的は、以下の説明により明らかにされる。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明者らは、上記課題に着目し、二方向性強化繊維織物のドレープ性を失うことなく
、如何に効率的に製織と目止めとを行うことができるかについて様々な実験と検討を重ね
た。その結果、以下のような本発明に到ったものである。
【００１４】
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　すなわち、第１の発明の基本構成は、強化繊維が経糸及び緯糸に配された二方向性の強
化繊維織物であって、熱融着繊維、又は補強糸と熱融着繊維が複合された糸が経糸に隣接
して並行に配され、熱融着繊維、又は補強糸と熱融着繊維が複合された糸を介して、経糸
方向の任意の箇所において経糸と緯糸に固着され、且つ得られる織物の斜交角度が３０～
６０度である強化繊維織物にある。ここで、本発明における斜交角度とは、経方向２００
ｍｍ×緯方向２００ｍｍの大きさに切り出した強化繊維織物を水平面上において経糸方向
の一辺を固定し、対辺の一点を経糸と平行に一定速度で水平に引っ張ったとき、経糸と緯
糸との交錯点における織物の一部が反り返る現象を生じたときの緯糸の傾斜角度θをいう
。
【００１５】
　好ましい態様によれば、熱融着繊維、又は補強糸と熱融着繊維が複合された糸が、経糸
間に２０～１００ｍｍピッチで配列されており、一方で強化繊維のマルチフィラメント数
が１２０００本以下であり、目付けが１００～３００ｇ／ｍ2 の朱子織又は綾織組織であ
ることが好ましい。
【００１６】
　一方、本発明の第２の基本構成は、強化繊維が経糸及び緯糸に配された強化繊維織物で
あって、経糸方向の任意の箇所に、熱融着繊維、又は補強糸と熱融着繊維が複合された糸
を配し、引き続き緯糸を挿入して製織したのち、加熱処理により熱融着繊維を経糸と緯糸
に固着する上記強化繊維織物の製造方法にある。
【００１７】
　一般的に、織物のドレープ性に影響を及ぼす要因としては、織物に用いる織糸の特性、
織糸に付着する収束剤の特性、織物の織構造、織物規格などが挙げられる。ドレープ性の
良好な織糸や付着後の触感が柔らかい収束剤を付着させた織糸を用いて製織した織物は、
硬い収束剤や織糸を用いた織物よりドレープ性の良好な織物が得られる。また、ドレープ
性は、織物の構造、いわゆる織組織や目付けなどの織物規格によっても大きく左右される
。織物の組織は、平織、綾織、朱子織の基本的な三原組織といわれる織組織があり、朱子
織、綾織、平織の順番でドレープ性が良好であることは周知の通りである。
【００１８】
　平織は経糸及び緯糸が１本交互に表と裏に現れるものであり、各種織組織中最も緊密に
交錯され、織布面は平滑で地合が丈夫であるが、織物の触感は硬くなる。また、綾織は経
糸と緯糸が２本以上ずつ組み合って斜め方向に畝を表し、織布面は平織程ではないが平滑
で地合が丈夫である。一方、朱子織は綾織よりも更に経糸又は緯糸が表と裏に長く浮いて
組織されたもので、地合は柔軟で非常にドレープ性に優れる織物である。更に、これらの
ドレープ性は織物の目付けの大小にもかなり影響される。即ち、ドレープ性が向上する方
向としては、織物目付けを小さくし、且つ織組織を平織より綾織や朱子織にする。
【００１９】
　一方、これらの織物は、ドレープ性は向上するものの外力に対する摩擦抵抗力が乏しく
なり、同時に経糸及び緯糸の目ずれが起こりやすい欠点も併せ持つ。目ずれとは、経糸と
緯糸との相互の拘束により本来維持されるべき形状が崩れ、織目がずれて外観を損ねた様
態のことを言う。特に樹脂を含浸させる工程中や、織物を取り扱う際などに目ずれが起こ
りやすくなり、織物品位が損なわれる。本発明によれば、こうした課題が一挙に解決され
る。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明の強化繊維織物によれば、経糸の任意の箇所にて熱融着繊維、又は補強糸と熱融
着繊維との複合糸が、経糸に隣接して並行するように配して製織することで、目ずれが起
こらず後工程での取扱い性に優れ、工程通過性のトラブル発生もなく、ドレープ性に優れ
た織物が得られる。更には、織物の裁断時のほつれ防止にもなり、作業性が大幅に向上す
るなど工業上極めて有用な織物となる。
【００２１】
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　また、本発明にあって、経糸として、強化繊維糸と、熱融着繊維糸又は補強糸と熱融着
繊維との複合糸とを併用するとき、本発明の強化繊維織物の製造方法によれば、目止め糸
である熱融着繊維糸又は複合糸を、並列する強化繊維糸のうち、任意の強化繊維糸に隣接
させて配して、熱融着繊維糸又は複合糸と同強化繊維糸とを１本の経糸として織成する。
このときの経糸は、予め熱融着繊維糸又は複合糸の配置位置を決めておき、例えば予め用
意した強化繊維糸用と複合糸用のメールを隣接して配したヘルドの予め決められた複合糸
用のメールに、熱融着繊維糸又は複合糸を通したのち、これを１本の経糸としてオサ目に
通して製織する。製織さた織物上において、１本の経糸として一緒に織り込まれた熱融着
繊維糸又は複合糸は強化繊維糸の表面ではなく、強化繊維糸に隣接して織り込まれる。
【００２２】
　そのため、強化繊維織物の製織後に熱融着繊維を加熱溶融するとき、溶融する熱融着繊
維の一部が、予め決められた経糸位置にある強化繊維糸と、同強化繊維糸交錯する緯糸と
の交錯部において強化繊維糸及び緯糸に局部的に溶着する。その結果、熱融着繊維の全て
が強化繊維糸に溶着することはなく、経糸自体の形状と柔軟性とを確保する。これに対し
て、例えば上記特許文献２に開示された目止め方法では、上述のごとき課題を残すのみな
らず、経糸及び／又は緯糸の全長にわたり表面に沿って配される目止め剤は全てが経糸及
び緯糸に溶着するため、織物全体としての柔軟性（ドレープ性）を低下させることになる
。
　以下、図面を参照しながら本発明の強化繊維織物とその製造方法につき、更に具体的に
説明する。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明の一例を示す織物概略構成図である。
【図２】従来の平織物の織物概略構成図である。
【図３】本発明における斜交角度の測定方法を概略で示す説明図である。
【図４】本発明の強化繊維織物の製織工程の一部を示す斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　図１は、本発明の強化繊維織物の一例を略示している。
　図１に示す織物は、ドレープ性に優れた朱子織物である。図２に示す平織物が経糸１、
緯糸２共に１本交互に経糸緯糸が交錯するのに対し、朱子織物は経糸又は緯糸の数本毎に
緯糸又は経糸が交錯している。そのため、交錯点が少なく経糸、緯糸共に極めて移動しや
すい織組織になっている。この移動しやすさは織物を構成する糸本数が少ない、いわゆる
目付けの少ない織物になるほど顕著に現れる。そのため、目付けの少ない織物ほど目ずれ
が発生しやすく、その取扱い性を悪くする。
【００２５】
　一般的に目ずれ防止法として、織密度を高めたり、或いは土建用の補強シートのように
補強繊維糸間を熱融着繊維で接着する方法等が広く用いられている。しかしながら、織密
度を高めることはドレープ性が損なわれる方向に働くため好ましくない。そこで、本発明
では熱融着繊維による接着法を採用することにより、ドレープ性を確保した。
【００２６】
　経糸や緯糸の移動は、経糸方向の任意の箇所に配させる熱融着繊維、又は補強糸と熱融
着繊維が複合された糸の間隔が狭いほど抑制されることは当然であるが、複数の経糸間に
２０～１００ｍｍピッチで熱融着繊維を配することにより、目ずれが効果的に抑制され、
且つ作業性や工程通過性を損なわなくなることを見出した。熱融着繊維、又は補強糸と熱
融着繊維が複合された糸の配列を２０ｍｍ未満の間隔にすると、目ずれが抑制される反面
、ドレープ性が損なわれる。一方、熱融着繊維、又は補強糸と熱融着繊維が複合された糸
の間隔が１００ｍｍを超えると、ドレープ性は良好であるが、目ずれが発生しやすくなる
。
【００２７】
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　本発明で使用する熱融着繊維として、低融点ナイロンなどが挙げられ、補強糸は炭素繊
維、ガラス繊維、アラミド繊維などが挙げられるが、これに限定されるものではない。熱
融着繊維と補強糸との複合方法は、合燃、カバリング、引き揃え、接着などを挙げられる
が特に限定されない。
【００２８】
　目止めがなされた本発明の強化繊維織物の斜交角度は３０～６０度であることが必要で
ある。斜交角度が３０度未満では、目ずれは殆ど抑制される反面、ドレープ性がなくなり
、曲面状の成形性が極めて悪くなる。一方、６０度を超えるとドレープ性は向上するが、
目ずれが容易に発生しやすくなる。
【００２９】
　本発明における斜交角度の測定方法を図３を用いて説明する。目止めを終えた強化繊維
織物を経方向２００ｍｍ×緯方向２００ｍｍの大きさに切り出した試験片織物を、テーブ
ル面上に拡げて平面状に置き、その織物片の経糸方向の一辺Ｙを固定し、対辺Ｘの一点Ａ
を一辺Ｙに並行に一定速度（１～２ｃｍ／ｓｅｃ）で水平に引っ張る。交錯点における経
糸Ｗａと緯糸Ｗｆの可動範囲の限界を超え、織物の一部が反り返る現象が始まるときの経
糸Ｗａに対する緯糸Ｗｆの傾斜角度θを斜交角度とする。
【００３０】
　以下、本発明の製造方法を図４を参考にして簡単に説明する。
　通常のレピア織機の製織工程において、クリールに掛けたマルチフィラメントからなり
強化繊維糸となる経糸を横取りしながら引き出すと同時に、１本の経糸として強化繊維糸
１と一緒に織機に掛けられる熱融着繊維、又は補強糸と熱融着繊維が複合された糸３をボ
ビンから引き出し、対応する各ガイド、コーム類などの経糸供給装置を通過後、ヘルド１
０、筬２０へと導く。このとき、熱融着繊維などの複合糸３は並列して配列する経糸（強
化繊維糸）１と引き揃えたのち同じヘルド１０を通しても、経糸と別々に配列したのち同
じヘルドに通しても差し支えない。しかし、熱融着繊維などの複合糸３と強化繊維糸１と
を同じヘルドに通す場合、複合糸３がマルチフィラメントからなる強化繊維糸１と全長に
わたり完全に一体化し、以降の加熱溶融時に緯糸との交錯部以外にある全ての熱融着繊維
が強化繊維糸と溶着することにより、その強化繊維糸の柔軟性を低下させる恐れがある。
【００３１】
　そこで、本発明にあって、好ましくは図４に示すような構造をもつヘルド１０を用意し
ておき、所要位置に配されるヘルドに形成された隣接する二つのメール１１，１２のうち
一方のメール１２に熱融着繊維などの複合糸３を通し、他方のメール１１に強化繊維糸１
を個別に通しておくとよい。図４は、本実施形態におけるヘルド１０の一例を示すもので
あり、同ヘルド１０は同じヘルド１０に強化繊維糸用メール１１と複合糸用メール１２と
が隣り合わせに形成されている。
【００３２】
　ただし、図４に示すヘルド１０は一例に過ぎず、例えば図示は省略するが、一つのメー
ル１１が形成されたヘルドと、別のメール１２をもつヘルドとを個別に用意して、後者の
メール１２を複数の前者のメール１１ごとに配列し、前者のメール１１に強化繊維糸１を
通すとともに、必要とされる後者のメール１２に熱融着繊維などの複合糸３を通すように
してもよい。すなわち、本発明にあっては、１本の経糸として機能する強化繊維糸１と熱
融着繊維などの複合糸３とが側面において隣接して配列されていることが望ましく、その
配列が確保される限りはヘルド１０への通糸手法は任意である。
【００３３】
　こうしてヘルド１０に通された熱融着繊維などの複合糸３を含む各経糸（強化繊維糸）
１は、同複合糸３を含まない強化繊維単独の経糸とともに筬へと導かれる。一方、緯糸２
はボビンから直接引き出し、或いは毛羽などによるトラブルを防止するために、一端円錐
状のボビンに巻き返してから引き出し、レピアで把持し挿入する。次いで筬にて緯打ちし
て織物を形成する。さらに連続して多数本の経糸の任意の箇所において経糸に隣接して配
した熱融着繊維を融着して経糸及び緯糸を交点で固着させる。固着させる方法は加熱ロー
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ラなどによる接触方法或いは遠赤外線ヒーターなどによる非接触式いずれでも差し支えな
い。このとき、上記実施形態にあっては、熱融着繊維は隣接する経糸の全長にわたって連
続して溶着することはなく、その強化繊維糸からなる経糸の側面部において溶着するのみ
で、強化繊維糸全体にわたって熱融着繊維が溶着一体化することがないため、強化繊維糸
自体はもとより加熱加圧で熱融着繊維により目止めされた強化繊維織物も所要の柔軟性を
維持して、しかも目ずれが生じない高品位の強化繊維織物が得られる。
【実施例】
【００３４】
　経糸に炭素繊維（三菱レイヨン（株）製ＴＲ５０Ｓ；フィラメント本数　６０００本）
を用いて津田駒工業（株）製レピア織機で製織した。クリールから横取りで引き出された
経糸を、各ガイド、コームなどの経糸供給装置を経て、上述のようにしてヘルド、筬へ通
して配列した。なお、炭素繊維糸からなる経糸、及びガラス繊維（ユニチカグラスファイ
バー（株）製Ｄ４５０　１／０）に熱融着繊維（東レ（株）製熱融着糸　エルダー　７８
ｄｔ）が添着された複合糸とは同じヘルドに並列させて通した。実施例１～３及び比較例
１において、複合糸はそれぞれの経糸に、各２５、５０、１００、１３ｍｍ毎に１本ずつ
配列させ、織物目付２８３ｇ／ｍ2 となるよう織物を製織（実施例１～３及び比較例１～
２は５枚朱子織、比較例３は平織）し、斜交角度の測定、目ずれの程度、ドレープ性につ
いて評価を行った。その結果を表１に示す。
【００３５】
　実施例１の織物は熱融着糸の配列間隔がやや狭く、多少硬さを感じたが、斜交角度は３
３度であり、交錯点で経糸と緯糸とがしっかり固着され目ずれについては全く問題なく、
成形性にも問題がなかった。実施例２は、実施例１よりも柔らかくドレープ性に優れ、目
ずれも殆ど問題ない織物であり、湾曲面にも沿いやすく、表面平滑性に優れた製品が得ら
れた。実施例３は、実施例２の織物と同等に柔らかくドレープ性に優れ、目ずれも殆ど発
生しないものであった。
【００３６】
　これに対し、比較例１は目ずれはほとんどないものの、熱融着糸の影響が大きく、極め
て硬くドレープ性に欠けるものであった。比較例２はドレープ性は良好なものの、熱融着
糸が存在しないため多くの部分で目ずれが発生した。比較例３は平織で熱融着繊維を使用
しなかったものであるが、目ずれが散見され、織構造に由来して硬くドレープ性に劣るも
のであった。
【００３７】
【表１】

【符号の説明】
【００３８】
１　　　　　　経糸（強化繊維糸）
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２　　　　　　緯糸
３　　　　　　熱融着繊維などの複合糸
１０　　　　　ヘルド
１１　　　　　強化繊維糸用メール
１２　　　　　複合糸用メール
２０　　　　　筬

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】
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